



































































































































順位 都市名 人口 順位 都市名 人口
1 東京 1,389,684 6 横浜 121,985
2 大阪 476,271 7 金沢 94,257
3 京都 279,792 8 仙台 90,213
4 名古屋 162,767 9 広島 88,820



























































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
当なる人があつて市の公共事務を担当する




4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
て一人が単独
4 4 4 4 4 4
に事に当るよりは公平を得らるるこ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
とであろう


























4 4 4 4 4 4 4
が国家の行政に参与する一の方




4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
あり又他の一
4 4 4 4 4 4
面に於ては国民の義務である














































出するという方法で，明治 22（1889）年 4 月 18









年代 現住人口 年代 現住人口
1888年（明治21） 73,089 1898年（明治31） 75,256
1889年（明治22） 86,352 1899年（明治32） 71,548
1890年（明治23） 60,153 1900年（明治33） 78,585
1891年（明治24） 58,679 1901年（明治34） 80,547
1892年（明治25） 59,999 1902年（明治35） 83,340
1893年（明治26） 62,646 1903年（明治36） 93,773
1894年（明治27） 61,040 1904年（明治37） 93,322
1895年（明治28） 63,953 1905年（明治38） 99,150








































第 1 期〔明治 22 年 5 月～明治 24 年 3 月〕＝ 4 名，
第 2 期〔明治 24 年 4 月～明治 26 年 4 月〕= 1 名，
第 3 期〔明治 26 年 5 月～明治 28 年 4 月〕= 0 名，
第 4 期〔明治 28 年 5 月～明治 30 年 4 月〕= 2 名，
第 5 期〔明治 30 年 5 月～明治 32 年 4 月〕= 2 名，
第 6 期〔明治 32 年 5 月～明治 34 年 4 月〕= 1 名，
第 7 期〔明治 34 年 5 月～明治 36 年 4 月〕= 1 名，
第 8 期〔明治 36 年 5 月～明治 38 年 4 月〕= 2 名，
第 9 期〔明治 38 年 5 月～明治 40 年 4 月〕= 1 名，












































回数 開催日 開始時間 決議・報告数 回数 開催日 開始時間 決議・報告数
1 5月5日 9：00～ 4 13 7月10日 15：00～ 21
2 5月6日 9：00～ 2 14 8月8日 9：00～ 7
3 5月7日 14：00～ 1 15 8月24日 8：00～ 9
4 5月23日 15：00～ 6 16 9月13日 8：30～10：00 5
5 5月27日 9：00～12：00 9 17 10月10日 9：00～ 12
6 5月30日 14：00～17：00 9 18 11月12日 9：00～ 8
7 6月6日 9：00～11：30 6 19 11月22日 15：00～17：00 7
8 6月11日 13：00～ 2 20 11月26日 15：00～16：00 2
9 6月12日 14：00～16：40 4 21 11月30日 不明 4
10 6月26日 16：00～18：00 11 22 12月5日 15：00～17：00 4
11 7月7日 10：30～13：00 4 23 12月24日 15：00～ 11
12 7月8日 16：00～ 4 24 12月25日 19：20～ 3
13 7月10日 15：00～ 21 25 12月27日 14：00～ 3












回数 開催日 開始時間 決議・報告数 回数 開催日 開始時間 決議・報告数
1 1月13日 16：00～ 1 14 5月10日 2
2 1月17日 15：00～ 6 15 5月23日 10：40～ 2
3 2月4日 16：00～ 10 16 5月30日 5
4 2月10日 14：00～ 2 17 6月5日 3
5 2月24日 13：00～ 14 18 8月13日 12
6 3月7日 16：00～ 13 19 9月4日 2
7 3月8日 15：00～ 4 20 9月19日 13：00～ 2
8 3月13日 15：00～ 5 21 10月20日 13：00～ 13
9 3月29日 午後開会 20 22 10月24日 10：00～12：00 2
10 4月9日 16：00～ 10 23 11月5日 15：00～ 3
11 4月24日 14：00～ 6 24 12月19日 15：00～17：00 6
12 5月1日 8：30～ 9 25 12月30日 14：00～16：00 2



















































回数 開催日 開始時間 決議・報告数 回数 開催日 開始時間 決議・報告数
1 1月7日 11：00～13：00 1 14 6月30日 12：00～16：00 13＋α
2 1月17日 13：00～15：00 4 15 7月20日 11：00～ 3＋α
3 1月24日 14：00～16：00 9 16 8月4日 10：00～13：00 8＋α
4 2月6日 14：30～18：00 3 17 8月13日 10：00～12：30 8＋α
5 2月10日 15：00～16：00 3 18 8月29日 12：30～15：00 1＋α
6 2月25日 10：00～13：00 8 19 9月14日 8：00～10：00 1＋α
7 3月6日 14：00～15：00 3 20 10月9日 14：00～17：00 7＋α
8 3月28日 8：00～12：00 3 21 10月15日 13：00～15：00 2
9 3月31日 16：00～17：00 6 22 10月16日 13：00～14：00 2
10 4月10日 14：00～16：00 6 23 11月4日 13：30～15：00 2＋α
11 4月15日 11：00～13：00 5 24 11月21日 8：30～9：00 1＋α
12 4月22日 10：00～12：30 6 25 12月7日 15：00～16：00 4＋α

















































明治36年 例会32 臨時22 555 135
明治37年 例会36 臨時9 385 267
明治38年 例会33 臨時7 401 293
明治39年 例会34 臨時6 309 302
明治40年 例会26 219 173



























































































































































氏名 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期 在任期間・辞任理由 前職，官吏・準官吏等の経験
藤澤幾之輔 ▼ ▼M23年8月。 代言人。M21年県会議員。M22年市会議員。





佐藤三之助 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▼ ▼M37年9月。
実業家。M22年市会議員，M24年仙台商業
会議所の常置員。




伊沢平蔵 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▼ ▼M40年4月。
実業家。M22年市会議員，M24年仙台商業会議所議
員，M32年副会頭，M37年会頭。M39年貴族院議員。






加藤彦七郎 △ ○ ○ ▼ △M23年8月～。▼M30年2月。
実業家。M22年市会議員，M23年県会議
員，M24年仙台商業会議所常置員。





草刈親明 △ ○ △M25年4月～。
代言人。M27年3月，衆議院議員当選。M27
年9月衆議院議員当選。













戸沢精一郎 ○ ○ ○ ○
官吏。M11～16年宮城県本吉郡長，M22～
29年本吉郡長。市会議員。
清野喜平治 ○ ○ ○ ○ ○ ▼ ▼M43年3月。
宮城県庁勤務のち銀行家に。M38年仙台商
業会議所副会頭兼会計部長。
別所直温 △ ▼ △M34年3月～。▼M36年3月。 醸造業。M32年仙台商業会議所常議員。
坂 琢治 △ ▼ △M36年3月～。▼M37年4月。 軍医。社会福祉事業家。
遠藤 律 △ △M35年5月～。 司法官。仙台第6大区戸長。
前田藤吉郎 ○ ○ 弁護士。M36年市会議員。
小林八郎右衛門 △ ○ ▼ △M37年10月～。▼M42年2月。
実業家。M22年市会議員，M24年仙台商業
会議所常置員。
細谷徳治 ○ ▼ ▼M40年8月。 金融業。M40年県会議員，市会議員。
増沢朋重 △ ○ ▼ △M40年5月～。▼M43年2月。
実業家。仙台米穀商組合長，市会議員，学
務委員。
佐々木重兵衛 △ ○ △M42年9月～。
実業家。仙台商業会議所常議員。M43年宮
城県会議員。
野副重一 ▼ ▼M42年4月。 弁護士。M37年市会議員。
毛利清右衛門 ○ ○ 市会議員。
瀬戸新三郎 △ ○ △M42年5月～。 金融業。市会議員。
佐藤長成 ○ 弁護士。M41年市会議員。
伊沢平左衛門 △ △M43年2月～。 実業家。M42年市会議員。























































































































10	 内務官僚であった水野錬太郎によれば， 明治 44
（1911）年の市制全文改正時には，市の実務を担う人々
の多くは単独機関制を希望し，内務省の人々も従来監督
上の経験からこれを認めたという。しかし，「小都市に
はおいて単独機関制を喜ばざるもの」があったとも述べ
ている（水野1911）。ただし，引用は，水野（1927：97）
によった。専門・複雑化する都市経営にそぐわなくなっ
た合議制執行機関としての市参事会であったが，自治の
ありようを考える上で，その解明は意義があろう。
11	 市制第64条。亀卦川（1962：61‒62）。
12	 大石・金澤編（2003）は，近代都市史研究が大都市と
くに東京・大阪・京都などの巨大都市だけに分析を集中
させ，それを基礎にして日本の近代史像を再構成しよう
とする傾向があると批判し，近代都市史の全体像を明ら
かにするためには，地方都市の歴史的研究を進める必要
性を強調している（大石・金澤2003：3‒5）。その際に
は，「近世都市から近代都市への転成」にあたる大都市
明治前期においてなされた国家による「拠点性の付与」，
および地方都市における近代工業（産業）の集積度とい
う2つの視点が，重要だとする。前者の「拠点性の付与」
がなされた地方都市は，明治22年の市制施行，および明
治44年の市制改正によって市制施行地に指定された市で
あり，「県庁所在地という政治の拠点性に加え，都市に
よっては，軍事，港湾，文化などの拠点性が付与され
た」都市である（大石・金澤2003：44）。また，後者は
日露戦争や第一次世界大戦を背景として工業化あるいは
重化学工業の進展がみられた都市であるとしている（大
石・金澤2003：46‒48）。これらの都市は①「標準的地方
都市」と②「新興工業都市」に区分され，①の事例研究
として，金沢市・水戸市・静岡市が，②では川口市・川
崎市が取り上げられている。
　本稿とは扱う時代や関心が異なる部分があるものの，
全国的なバリエーションの中で分析対象の都市がどの位
置にあるかや，国家による拠点性の付与についても留意
すべきとの指摘は重要である。ちなみに本稿で扱う仙台
市は，同書のなかで，軍事的・政治的・文化的な拠点性
を付与された①の「標準的な地方都市」であるという特
徴が断片的に指摘されるが，具体的な分析はなされてい
ない。なお，大石，金澤両氏の指摘を踏まえ，拠点制付
与等に留意しつつ行われた，仙台市の事例分析に雲然
（2011a，b）がある。本稿でも雲然氏と同様の問題意識
を共有する。
　また，仙台市を取り上げる意義は以下の原田（1997）
の主張にも合致すると思われる。「近世では城下町の分
析が必要なように，近代では県庁所在都市の検討がもっ
と積極的に行われるべきであり，本来『地方都市』とは
首都以外のすべての都市を含むものであるから，その分
析は『都市史』として一般化可能」と述べている（原田
1997：13）。
13	 都市経営の進展は，汚職事件を誘発する。東京市の政
治腐敗については，小原（1992）や中邨（1993）を参照。
本稿で扱う主な期間は，1890年代（明治中期）以降の日
本であるが，都市化の進展は同時代的に世界規模で見ら
れた現象であり，ドイツの都市行政の展開については，
北住（1990）が参考になる。利権とマシーン政治に関し
ては，アメリカを扱った，平田（2001）や菅原（2010）
を参照されたい。なお，現代の分析ではあるが，汚職・
政治腐敗，クライエンタリズム（恩顧庇護政治）の多様
な現れ方を理論的，実証的な見地から国際比較したもの
に，河田編著（2008）がある。
14	 櫻井（2003：第1章）の分析は，東京市を題材に市制
施行から1930年ころまでの長期にわたるものであるが，
本稿では旧市制下のみに着目する。
15	 これらの対立の根底には，市参事会は市会の議決を執
行するだけの機関であるのか，それとも市会から相対的
に自立し独自の意思を有する機関であるのかという，市
参事会の位置づけをめぐる考え方の相違があった。星は
市会中心の市政運営を，反対派は市参事会の相対的自立
性の確保を主張していた（櫻井2003：39）。
16	 助役は市会各派を代表し，選挙を省略して議長が指名
するようなことが行われ，市参事会員も議長指名で決定
された。市会会派の決定が重みを増し，議事機関と執行
機関が癒着した（櫻井2003：10，60‒61）。
17	 尾崎市長就任直後の明治36（1903）年12月に土木常設
委員が設けられた。市議と市参事会員とによって構成さ
れる委員会で，「土木工事並びに市区改正事業執行に関
する事務を処理す」る権限を持ち，市議の行政執行への
関与を拡大するものであった（櫻井2003：46）。
18	 第2次桂内閣が市制改正案を衆議院に提出するに当
たって，原に相談したときに，原は賛意を示したものの，
「市参事会は諮問機関となすは宜しき様なれども市長其
人を得ざるときは如何ともなしがたきに非ずや」と市長
へ執行権を移すことに疑問を呈している。おそらく尾崎
のことが念頭にあり，市参事会が執行機関であるうちは，
傀儡市長でも好都合であるが，市長が執行権を握れば市
政は混乱と危惧していたとされる（櫻井2003：48）。
19	 明治45（1912）年1月22日，市会は常務委員設置を議
決した。本来なら市長先決事項について委員会に大幅な
権限を付与するものであり，委員は参事会員4，市議11
人で構成されるとした。直接的には，明治40（1907）年
設置の常設委員を継ぐものであったが，同時に新市制に
より執行権を失うことになった市参事会の権限を実質的
に引き継ぐものであった（櫻井2003：49）。だが，内務
省から市制改正の趣旨に反するとして，修正を命じら
れ，新市長の阪谷芳郎により権限を「審査決定」から
「調査」に戻すことによって，修正可決された。この修
正により旧来の市参事会に代わるという性格は薄まった
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（櫻井2003：49－50）。
20	 大阪市の市営事業を中心とした都市政策の推進は，芝
村（1998）に詳しい。
21	 持田によれば，近代的都市財政は，事業団体	＝「経
済」と統治組織	＝「公共団体」との異質な原理を内包し
た「公共的事業団体」とも言うべき特質を有していると
いう（持田1993：133‒134）。
22	 関一の助役・市長時代の思想や行動，関市政を支えた
政治構造については，芝村（1989）を参照。
23	 芝村（1989），原田（1997），山中（1995）など。
24	 伊藤（2006）は以下のように批判した。主に近代の大
阪市を事例とする研究者は，都市有力者が選挙などを左
右して市政運営を握る「予選体制」が1890年代に始まっ
たとし，1910年から1920年代に，都市の有力者に代わる
「都市専門官僚」が市政運営を掌握する「都市専門官僚
制」に取って代わると主張する。が，実証が十分にされ
ておらず，観念的で定義や実態も定かではない。それゆ
え，この概念に固執することは，国際比較の観点からの
分析や，近代から現代へ都市がいかに変容したかの解明
には，足かせになるとした（伊藤2006：ⅲ）。
25	 大阪市参事会細則　第一条　市参事会ハ午後一時ニ始
マリ，同四時ニ了ル。　但，事務ノ繁閑ニ依リ時間伸縮ヲ
スルコトアルヘシ。　第二条　議案ハ主任起草ノ原案ヲ
以テ之ニ充ツ。　但，事項ノ重要ナルモノハ特ニ議案ヲ
配布スルコトアルヘシ。第三条　会議ハ協議会ノ体ヲ用
ユ。　但，一員発言中ハ他員ノ発言ヲ許サス，又一議題
未タ了ラサル間ハ事項ヲ議スルヲ得ス。　第四条　議決
ノ趣旨ハ議案ニ掲載シ，議長及出席会員之ニ捺印スヘシ。
26	 ここでは触れないが，京都市の都市経営の進展につい
ては，伊藤編著（2006）による多角的な研究を参照され
たい。
27	 大西（2004：第2章）は，市制施行後から1947年の地
方自治法施行までの60年にわたる分析であるが，ここで
は本稿の関心である市制施行から明治44（1911）年の市
制全文改正後，数年までを扱う。なお，横浜市の都市経
営については，横浜近代史研究会他編（1996）を参照。
28	 横浜市会には，関内の貿易商を中心として結成された
商人派，関外の地主を中心とする地主派の党派的勢力が
存在した。商人派は改進党を，地主派は自由党をそれぞ
れ支持し，これ以後それぞれ同志会・憲政会・立憲民政
党と立憲政友会という中央政党の系列化に入った（大西
2004：46）。市参事会にも，商人派，地主派の対立は持
ち込まれ，最初の市参事会選挙（1889年7月9日）は，
地主派が全員欠席する中で強行されている（大西2004：
54）。他の都市においても，名誉職市参事会員のポスト
には，市議や元市議が就任することが多かったが，それ
以外の公民からの就任がこれほど少ないのは珍しく，横
浜市参事会の特徴といえる。
29	 常設委員は，「市町村人民ヲシテ自治ノ制ニ習熟セシ
ムガ為ニ最効益」（市制町村制理由）あるものとして，
市制第61条，第73条に基づいて設置された。常設委員
設置は，市参事会，市会議員，市公民によって組織さ
れ，市参事会の監督のもとに，市行政事務の一部の分掌
または市営造物の管理を行う権限を有した。常設委員の
うち，市参事会員は市長によって，市会議員は市会で，
市公民は市参事会によって選任された。常設委員の組織
および職務権限に関しては，市の条例をもって別段の規
定を設けることができるとした（亀卦川1962：60，64）。
　田口（1998b：358）は，常設委員設置の理由を①市公
民が，市会議員，市参事会員だけでなく委員となって市
の行政に参加することによって，実務の経験を積み施政
の難易を理解することができること，②その地方の事情
に通暁したものが行政に参加することにより，その市の
出身者とは限らない事務吏員を補佐することができるこ
と，③常置委員が代議機関と行政機関との軋轢を防御す
ることができることと指摘している。また横浜市同様，
名古屋市においても市参事会制のもとで，常設委員制度
が市制の理念どおりに機能していたとはいえないようだ
と指摘している（田口1998b：359）
30	 横浜市政における常設委員は，明治24（1891）年6月
に水道局に設置された水道常設員が最初で，名誉職市参
事会員2名と市会議員3名を以って組織し，委員の任期
は市会議員在職中とし，水道事業に関して市参事会の諮
問に答え，また事業の調査，審査，監督を行った。その
後も土木常設委員，瓦斯常設委員，衛生常設委員などが
相次いで設置された（大西2004：58）。
31	 大正3（1914）年，消防委員が新設された際には，当
時の新聞（『横浜貿易新報』1914年5月16日）は「横浜
市に常設委員の多きことは都市行政上異例に属」すと
し，「市会議員の歓心を買はんとする」ものとして批判
したという（大西2004：60）。
32	 この名古屋市参事会議事細則は全7条からなり，市参
事会を毎週2回開催し，会議は3時間とすること，第7条
に「議案ヲ可決シ又ハ報告ヲ承認シタルトキハ出席員其
案ニ捺印ヲ為ス」ことなどが定められていた。田口
（1998b）は，各参事会員が承認した議案・報告に捺印す
ることになっていたから，合議体の執行機関として一体
となって活動していたことが確認できるとし，市長は，
議長として会議を主催するが，各員の承認がなければ仕
事ができなかったのであり，1つ1つ参事会に報告しその
承認を得ることが必要だったのだろうと指摘している
（田口1998b：356‒357）
33	 名古屋市財政も明治23（1890）年度には，59,947円で
あったのが，同32（1899）年度には450,213円，普通経済
と特別経済に分かれた同39（1906）年度には，1,014,919円
（普通経済1,007,426円，特別経済7,493円），同44（1911）
年度には，5,625,741円（普通経済1,782,071円，特別経済
3,843,670円）までに飛躍的に増大した。このような固有
事務拡大と財政膨張を促進する重要な要因として，都市
経営方式の採用があったという（田口1998b：366）。
34	「役所費会議費ニ属スル備品消耗品印刷物金額拾円未
満購入ノ件」などの固有事務と，「行路死亡及発病者取
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扱費一時繰替払ノ件」など委任事務に関係する事務あわ
せて29件が市長に委任されたという（田口1998b：366‒	
367）。
35	 明治44（1911）年の市制改正について，当時の新聞の
意見を分析した，田口（1997　1998a）によれば，『大阪
朝日新聞』・『大阪毎日新聞』の論説は，市参事会の権限
変更を可としていないこと，もはや制度それ自体よりも
それを運用する人を問題としている点では一致している
という（田口1998a：110）。『大阪朝日新聞』の論説が主
張するように，等級選挙制の廃止や公民権資格の拡大な
ど住民自治の面での自治の発展こそが望まれる改革であ
り，執行機関の強化が必要であるとしても，単なる市長
権限の拡大は官治の強化に過ぎないとされた。むしろ自
治という点では，合議制執行機関である市参事会制度の
方がすぐれたものであると考えられていた（田口1998a：
110）。これらの論説は第27帝国議会における市制改正案
の審議が進行している時期に掲載された以下の3点であ
る。①明治43（1910）年12月26日『大阪朝日新聞』「市
制改正の要点」②明治44（1911）年3月8日『大阪朝日
新聞』「市制改正案」③明治44年3月4日『大阪毎日新聞』
「市制改正案―市参事会権限変更の利害―」。
　ちなみに論説②の以下のような指摘が着目される。
「市長は市民の選挙するもの，市参事会も市民の選挙す
るもの，故に同じ自治の精神を以て協議的執行機関たら
しむるも可なり。並に実際上，繁辱にして市長の自由手
腕を発揮するには不便なるものあらば，市参事会自身が
市長の自由行使権を拡張せしめて可なり。其は市長の人
格次第にて，強ち一定に極める能はず。そこらが則ち自
治の妙法にて，何も法を以て拘束するに及ばず。故に自
治の精神さへ発達せば，現行の執行機関を以て優れりと
なす」。なお，田口（1998b：374）においても，同箇所
を引用している。
36	 水野（1910）は，雑誌『太陽』の明治43年2月号に掲
載されたが，引用は，水野（1927）によった。
37	 市会から何ら制肘を受けないのは，市参事会員たる人
が，有力者であると同時に，長くその職にあって執行の
権力を有するためだと述べる（水野1927：63）。
38	 ドイツについては約8.5頁，イギリスについては約5頁
がさかれているが，フランスについては2頁に満たない。
分量は，水野（1927）による。
39	 もちろん，行政への参加を許されたのは，名望家層に
限られていたことは言うまでもない。
40	 以下，特に断りがなければ，仙台市史（2006）と略記
する。
41	 数字は，明治23（1890）年「市参事会関係書類」に収
録されている「仙台市事務報告書」による。ただし，当
時の人口統計は，本籍地人口を基礎に出入寄留（転出・
転入）者の届出数から公簿上計算されたので，実態より
もかなり多いものだった。明治23年からは区長による実
住者の調査を基にした調査方法に改めたこともあり，よ
り実態に近いものとなった。明治23年に，人口が60,153
人へと激減しているのは統計手法の変更と明治 22
（1889）年9月の風水被害の影響が大きい。仙台市の人口
が増加傾向を示すのは，日清戦争がはじまる明治27
（1894）年以降であり，本格的に仙台が都市として発展
しはじめたのは明治30年以降の時期であった（仙台市史
2006：156‒157）。
42	 当時の主な党派として，同志会，中心会，抱一館の3
派があった。同志会は佐藤運宜，遠藤温，菅克復ら明治
維新後官僚となった士族が主体，中心会は八木久兵衛，
早川智寛，尾高惇忠ら実業家，抱一館は増田繁幸らの士
族とともに村松亀一郎，藤沢幾之輔らの代言人が中核で
あったが，抱一館は中心会と行動をともにしたため，選
挙戦は同志会対中心会の構図となった。3級選挙では，
12議席中11議席を同志会が占めたが，中心会は有権者の
監禁，拘束などを含む猛烈な集票活動で巻き返し，2級
と1級では全議席を奪取した（仙台市史2006：158‒159）。
なお，主に抱一館，中心会の立場からではあるが，選挙
戦時の様子は，阿子島（1936：50‒56）を参照。
43	 遠藤庸治は，抱一館に所属し，議員選挙で多数を占め
た中心会の支持によって市長に推薦された。代言人とし
ての法律的素養を買われての大抜擢であった（仙台市史
2006：159‒160）。
44	 出席した33名の市会議員の投票により，1名ずつ順に
選出された。ちなみに，藤沢23票，菅17票，佐藤21票，
本野19票，氏家21票，伊沢20票であった（明治22（1889）
年『市議会会議録』）。
45	 市参事会が発足当初から名誉職市参事会員の就任をめ
ぐり混乱をしていたことは注目される。菅の辞任は，そ
の後の区長および代理者などの名誉職辞退と関連して，
たびたび市会においても議論になった。
46	 仙台市史（2006：160）には，明治22（1889）年から明
治42（1909）年までの改選のべ数が記載されており，そ
れを参考に阿部が明治44（1911）年までを追加計算した。
47	 清野喜平治（1858‒1923）は，若くから宮城県庁に勤
め，会計課長心得に進み，明治31（1898）年辞任，専務
取締役として宮城商業銀行に入り，明治37（1904）年第
3代頭取となった。終身，銀行界に尽くした。明治43
（1910）年仙台市の水道計画が発表された折，上水工事
臨時委員に挙げられている。大正7（1918）年仙台商業
会議所会頭に選ばれ，在任中に没した（河北新報社編集
1982：557）。清野は，市参事会員として在職した明治30
年代にしばしば，執行部の一員として市参事員の資格で
市会に出席している（『市議会会議録』各年度版）。
48	 伊沢平蔵ら長期にわたり在職した名誉職市参事会員ら
の引退，そして，その後の任期の短縮は，有力者層（都
市名望家）による市政支配の変容を表すものとも言いえ
るかもしれない。
49	 明治22（1889）年『市参事会議事録』，仙台市史（2006：
160）。なお，同日午後7時から市会が開催され，市参事
会員として出席した遠藤庸治は，常設委員を設けず市書
記以下で事務を処理するとし，市参事会員に行政事務の
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一部を分掌させる見込みもないとした（明治22（1889）
年5月5日『市会議事録』）。
50	 明治23（1890）年『仙台市事務報告書』。
51	 明治23（1890）年『市参事会議事録』。
52	 明治22（1889）年『仙台市事務報告書』によれば，明
治22（1889）年において，市参事会が受けとった文書は
36,976件，発遣に係るもの28,484件，文書総数は65,462
件であった。煩雑だった事務として，明治22年度の歳入
出予算や年度内に施行すべき事務の準備，9月に発生し
た風水害などをあげている。他には，学事，衛生，勧
業，土切（土木），戸籍，兵事，地籍，税務及会計，水
害ニ関セシ事務の項目について報告が記載されている。
53	 明治20年代の『市参事会議事録』からは，小学校教員
の人事や小学校敷地の購入，建設が議題として，ほぼ毎
回議論されている様子が伺える。また，地方税戸数割賦
課規則の決議も重要な仕事であった。
54	 明治22（1889）『市議会会議録』では，市長の表記は
なく，一貫して市参事会員遠藤庸治として答弁に立って
いる。
55	 藤澤は遠藤と同じ抱一館に属しており，遠藤を市長に
すべく尽力したという（阿子島1936：57）。
56	 たとえば，明治22（1889）年5月5日開催の第3回市会
や6月3日の第15回市会（明治22年『市議会会議録』）。
遠藤は市長就任直後から，商業学校など各種学校の建設
や上下水道の整備など矢継ぎ早に打ち出したために，市
会の中に反対者が多かったとされる。中心会の市議はい
ずれも実業家であったので，市参事会の諸案に対する市
会から追及には「その攻撃の矢を受けて，これを防ぐの
は翁（藤澤―引用者注）の役目であった」という（阿子
島1936：58‒59）。
57	 仙台市史編さん委員会編（2006：167）によれば，市
長・助役と他の名誉職市参事会員がどのような関係にあ
り，市参事会での審議がどの程度実質的なものであった
かは，必ずしも明らかではないという。市参事会が一致
して市会と対立する争点があったことを当時の新聞も報
じていることから，今後さらに公文書以外の分析も併せ
て進める必要があると思われる。
58	 その際の資料である「区長設置議案説明書」には，区
長は原則として名誉職であることが強調され，区内の名
士が任命されるべきだとされている。区内の戸数に応じ
て年24円から36円の報酬と筆紙代など職務遂行のため
の実費が支給されることになっていた。「区長設置規則」
によれば，区長の職務は①法律規則や諸令達の普及，②
戸籍に関すること，③戸口調査，④小学校就学の奨励，
⑤徴兵に関すること，⑥倒死人検査立会い，⑦伝染病予
防に関すること，⑧道路溝渠清掃の励行，⑨徴税令状配
布，⑩納税励行，⑪善行者および極貧者の報告，⑫区内
公共利害に関する事件取調べ，⑬その他市長の指揮命令
にかかわることなどであった（明治22（1889）年5月23
日『市参事会議事録』）。なお，区長のために特に事務所
を設けることはなかったという（仙台市史編纂委員会編
1955：172）。
59	 仙台市（2006：162）は，市会が区長設置の提案を承認
しなかった理由は明らかではないとしているが，廃案の
経緯と理由については，本文中に指摘するとおりである。
60	 当時の市会では読会制が採用されていた。
61	 明治22（1889）年5月29日『市議会会議録』。
62	 以下の市議，市参事会員の発言は，明治22（1889）年
6月1日『市議会会議録』による。読みやすいように，現
代仮名遣いに一部なおし，適宜読点をいれた。
63	 名誉職市参事会員の定員は6名であるから，この発言
は，市議を兼ねる名誉職市参事会員を念頭においている
と思われる。ただし，岩崎の前後の発言から察するに，市
参事会において彼らの積極的な役割は期待せず，市会の
意見を直接，市参事会に反映させたい意図が感じられる。
64	 議長を除く出席議員25名のうち，廃案に賛成は16名，
反対は9名であった。市会に出席していた市議を兼ねる
名誉職市参事会員3名（伊沢平蔵，伊藤清次郎，佐藤三
之助）は，当然反対であった。なお，『市議会会議録』を
見る限り，この3名は審議の過程で全く発言していない。
65	 仙台市の地域末端行政を担う区長制が，この時期から
すでに仙台市会の政治構造と密接なつながり有していた
との指摘もある（長谷部2004：346）。
66	 他の都市でも観察されるような，いわゆる「予選体制」
が仙台市においても成立していた。「予選体制」をめぐる
先行研究の整理や東京市を対象とする実証研究は，櫻井
（2003）を参照されたい。
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